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　近年、日本国在住の富裕層がシンガポール等へ出国・移住するとのニュースが流れておりました。移住
先のこれらの国の税制では譲渡所得に課税がなされない等の日本国の税制に比してメリットが多く、また
相続税対策として海外移住を実行されているとの報道もあります。
　これらの対策として日本国は昨年度末より自民党平成27年度税制改正大綱でいわゆる出国税を検討し、
平成27年1月14日付けで閣議決定されている平成27年度税制改正に出国税を盛り込んでおります。私
のような所得税法上インド共和国居住者となり8年目の人間、一般的な給与所得しか得ていないサラリー
マンは原則として無関係の税制ですが、今回は関係がある方もインド共和国に在住されていることもある
かと思いますので、当該新設税制を解説致します。
まず対象資産の範囲は日本国所得税法上の有価証券・匿名組合契約出資持ち分・未決済デリバティブ取引
等となります。次に資産規模要件ですが、対象資産の出国時の評価額の合計額が1億円以上の場合となり
ます。また在住期間要件は出国直近10年以内において5年以上、日本国の居住者となります。出国時の
手続きとしては原則として出国時に申告納税を行います。具体的には出国時に他の所得とあわせ申告納税
を行うか、納税管理人の届出を行い、出国翌年の確定申告期間中に他の所得とあわせて申告納税します。
　即ち、日本国内に住所及び居所を有していた居住者が、国外転出することにより住所及び居所を有さな
いこととなる場合、保有している1億円以上の有価証券等を譲渡・決済したものとして事業所得の金額、
譲渡所得の金額または雑所得の金額を計算する税制となります。
　国外転出後5年を経過する日までに帰国をし、当該有価証券等を国外転出時以降も引き続き保有してい
る場合は原則として課税の取り消しが認められます。また納税資金担保の観点から、一定の要件のもと国
外転出の日から5年若しくは10年を経過する日まで納税が猶予されます。その他転出先国での外国所得
税が発生した場合の二重課税の調整項目もあり、贈与、相続または遺贈により非居住者に有価証券等が移
転する場合も規定されておりますので、昨今話題となっておりますBEPSの考え方も取り入れられており
ます。
　上場株式等で1億円以上運用されている方は心当たりがあるので問題無いと思いますが、気を付けるべ
き人は日本で株式会社等を作った起業家等の方です。対象が有価証券等となっておりますので上場株式以
外も対象となっております。
 　また従前にお伝え済みですが、日本国では国外財産調書制度が開始されております。日本国居住者の方
でインド共和国等において12月31日時点で5,000万円以上の財産（インド子会社株式等を含む）を有
する場合は翌年3月15日までに国外財産調書を提出する義務があります。
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